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1．はじめに：問題の所在

近現代の国際法学の歴史を貫く問題のひと
つに、国際法は、どのように創造されるの
か・されるべきなのかという問題がある。こ
れは、何が国際法なのかという問題にもつな
がっている 1）。これらの問題についての研究
分野が、国際法の法源論である。したがって、
この研究は、近現代国際法学の歴史そのもの
に深く結びついている。
さて、どのような理論であっても、所与の

歴史的条件の変化によって、変容を迫られる

のは当たり前である。法源論も、現代という
ひとつの歴史的変化にその変容を余儀なくさ
れている。しかし、ノーベル化学賞の受賞者
であったスワンテ・アーレニウスの顰に倣え
ば、人類史における 19世紀から現在までの
200年間は、劇的変化の歴史だといえる 2）。
したがって、法原論もこの劇的変化の波に洗
われ、劇的な変化を余儀なくされていると考
えなければならない。そのひとつの劇的変化
として、法源論も、“多様な国際法規範を条
約化する理論の運動論”3）として変容が迫ら
れている。たとえば、UN憲章の国際法の法
典化と漸進的発展の進展に、法源論は、積極
的な役割を果たして来ただろうか 4）。現代に
おいて法源論の変容は、大きな効果を与える
に違いない。
“法源理論の運動化”としての変容とは、
どのようなことをいうのだろうか。それは、
“多様な規制の程度と種類をもった国際法的
規範の乱立”という現実に立って、これら
を、より強い拘束性をもった国際法規範に移
行させることだとしたい。簡単にいえば、条
約化、それも、多数国間条約（Multi National 

Treaty＝MNT）の制定を実現する理論を作る
ことだと断定したい。たしかに、現実の世界
を、国際社会また国際システムと掌握してで
もあれ、国際法の条約化は、困難である。こ
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れを実行に移す試みはもとより、望むことす
ら“風車への突撃”5）として冷笑の対象にさ
れかねない。グローバリゼーションの進行の
下で、実質的法源の“源泉”6）が増大し、多
様な国際法的規範の生成が奨励かつ実現され
ている。これは、現実の正直な反映である。
事実、何等かの一元化を目指すことよりも、
多様化が肯定される時代である。しかし、こ
うした多様化が肯定また推進される時代の中
で、国際法がその抑制の対象にしてきた“政
治的な力”7）が、巧妙に解放されてきている。
法と政治との境界の曖昧さが増し、国際法の
規範性の劣化は著しいものになっているのも
事実である。
こうした状況の下で、間断なく出現する新

しい事象に対する法創造を、誰がリーダー
シップをとり行うか。誰が、いかなる方法
で、これを行うか。また、これが、誰にとっ
て有利な国際法が作り上げようとするのかと
いう問題関心で法源論が展開される意義があ
る。それぞれに、“誰”と言う言葉を使った
のには理由がある。それは、国際法の新しい
創造が、大国によって主導されてきたことを
指摘したかったからである。国際法の創造に
大国の政治的な力が大きく作用したからであ
る。また、国際法の創造が、大国の利益実現
のためのひとつの手法になっていたからであ
る。法源論として、これらを批判的に捉える
必要がある。“法源論の運動化”という関心
は、こうした批判がもたらしたものである。
この問題関心は、近現代における国際法と

国際法学のあり方やその働きの全体を批判的
に捉えようとすることに根ざしている。すな
わち、それは、19世紀に堰を解かれたよう
に奔流し始めたヨーロッパ列強の帝国主義的
な世界進出である。実際に、多様な法文化と
の接触と衝突が、ヨーロッパ公法を国際法と
して再創造する必要を生じさせた。そして、

さらに、この帝国主義的世界進出が、国際法
の規制対象とされるべき新しい事態や事象を
噴出させたからである 8）。これらは、新しい
国際法の創造とそのための理論の構築を刺激
することになった。何が、国際法規範の対象
にされるべきか。これを、どのようにして、
どのような国際法規範として創造するか。19

世紀の前期資本主義の力学に沿って行動した
ヨーロッパ列強は、この問題関心を使嗾させ
ながら行動した。そして、この使嗾は、結果
として新しい国際法の創造と理論の構築を刺
激することになった。法源論は、“国際法理
論の Treeの幹”9）になっていた。
当時、法源論に要請されたことは何か。そ

れは、自然法に代わって国際社会全体に一般
的に個別的に妥当する実定法規を確立する
ことである。また、そのための理論を作るこ
とである。この要請に答えた理論の完成期
において、ローターパクトが、国際法の法源
を“法の泉”10）としたのは、極めて意味ある
指摘といわざるをえない。なぜなら、当時
の国際法学にとっても、国際社会の変化とい
う“泉”から湧き出る国際法創造の要請は、
回避できることではなかったからである。特
に、条約化は、途は遠くても目標としなけれ
ばならないそれであった。しかも、条約化は、
現実の国際政治のダイナミズムとの闘いの中
で模索されなければならなかった。国際法の
法源論が“運動の理論”だということは、新
しい国際法の創造や発展のために、現実と闘
わなければならないからである。
国際法学の法源論が、国際社会の変化に対

する国際法の創造とその発展に関する運動の
理論だとしよう。大沼保昭がその高名なテク
ストにおいて指摘したことは、法源論研究の
方法論にとって有意義である。国際法学研
究のひとつの方法として“諸々の観念につい
て、如何なる条件の下でイデオロギーとして
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機能し、如何なる場合に拘束的規範として機
能したかという具体的事例の探求が国際法学
の課題として登場するだろう”11）。この指摘
は、法源論研究は、現実の変化との“闘争と
いう運動の場”で展開されなければならない
ということである。
この小論で対象にする“Practice”（PR）と

いう国家行為 12）は、それ自体、国際法の法
源、すなわち“法の泉”のひとつである。
PRは、多様な規範内容と種類の国際法規範
を創造しているからである。しかし、PRの
存在意義は、これが“より客観的な拘束性
をもった国際法規範の形成を指向する＝条約
化”という点にある 13）。実際、PRによって
創造された多様な規範内容と種類の国際法的
規範は、強い法的拘束性をもっていない。こ
れらの類の規範は、この拘束性の段階で放置
されておかれるべきではない。特に、規制の
対象が、国際社会の全体的利益に大きく関係
すればするほど、より早急に規範性の強化が
実現されなければならない。濫用が法の名の
下に行われる可能性が大きいばかりでなく、
十分に濫用されている現実がある。現代にお
いても、PRは、多様な規範内容と種類の国
際法的規範を創造している。これらの中から
いくつかの重要な国際法的規範を選択して、
その条約化の意義と可能性を検討するのが、
この小論の目的である。
この小論は、対象として、国際法的規範
としての“リモートセンシングに関する法
原則宣言”（PPRS）14）と国際法的規範と見な
されるべき米国の関連国内法である 1984年
の陸域リモートセンシング商業化法と 1992

年の同法改正“リモートセンシング政策
法”・1994年の大統領命令・2003年の新国
家宇宙政策（それぞれ、USLA1984/1992・
1994PDD23・2003NNSP）15）を取上げる。こ
の国際法的規範による規制には、“条約化”

への指向性が見られないこと。また、そこに
は、サボタージュが見られること。したがっ
て、この指向性が回復され、サボオタージュ
が排除されなければならないことを、法源論
研究のあり方を模索する視点から検討するも
のである。
簡単に議論全体の筋立てを示しておこう。

問題関心の所在に続いて、第 1に、本問題
検討の対象素材とするリモートセンシング
（RS）の概要を説明する。後に、その法・政
治的意味を明らかにし、検討すべき問題を特
定する。第 2に、この法・政治的意味の把握
から提起された問題を、筆者が PRと捉える
先の二つの素材である 1986年の PPRSと米
国の国内法である 1984年の“陸域リモート
センシング商業化法”・1992年の同法改正で
ある“リモートセンシング政策法”・1994年
の“大統領命令”・2003年のその改正政策か
ら指摘し、ここから、＜ PRの負の利用＞の
現実を明らかにする。第 3に、RSの実態に
見られる＜ PRの負の利用＞（PRの規範指
向性の回避）の論理を明らかにしながら、そ
こにある課題を、＜ PRの正の利用＞（PR

の規範指向への転舵）とし、その必要の論理
を明らかにする。最後に、結論として、現代
国際法の法源論に欠如するものが、法から力
の要素を脱色することの理論の未成熟にある
として、その克復のひとつの方法として、エ
ンギッシュの“往復の視線”理論 16）の発展
の必要について検討する。

2． リモートセンシングの法・政治的意
味と法規制

2-1： リモートセンシングの法・政治的な
意味

RSとは何か。その内容は、科学や工学の



234 米田富太郎

分野から正確な説明がなされている。した
がって、これらの説明を理解すれば正しく理
解できると思うであろう。しかし、そもそも
正確な知識を得ることはできない。なぜな
ら、PSを正しく理解しようとすればすれば
程、ますます多くの疑問が出て来るからであ
る。そして、到底、正確な知識をえることは
断念せざるえなくなる。つまり、ある線を越
えると類推とか憶測に頼る以外ないからであ
る。ちょうど、高度の機密保持が求められる
兵器の性能細目を理解しようとする際のあの
限界である 17）。したがって、この現実を無
視してその飽くなき追究を行うのは生産的で
はない。
この小論で重要なことは、こうした“知識

の霧”が果たす効果についての検討である。
RSを運用している国家は、多様なデーター
を公開しているが、それは戦略的観点からの
ものが大半である。戦略的に必要ならば、事
実を公開する。反対ならば、公開しないか、
“編集”したものを公開する。RSについて
の“事実神話”を煽りながら、これを操作的
に利用する。このことこそ、RSが地球上の
情報を精密に収集する能力と同等の能力とし
て、運用国に大きなメリットをもたらす。た
とえば、RSに関するある初歩的解説書に示
唆的な事が書かれていた。“人工衛星で取得
されたリモートセンシングデーターのうち、
これまで使われたのは 1パーセントに過ぎな
いとされている。…………しかし、観測され
たデーターは使われることのないまま保管庫
で眠っているらしい”18）。もし、このような
使われは方が実態だとしたら、なぜ、宇宙大
国は利用しない資料を収集するのだろうか。
その 1％の利用資料とはどのような資料なの
だろうか。1％とは確かなのか。また、なぜ、
この程度の利用のために膨大な予算や資源を
投下したり、外国の RSに神経を尖らすのだ

ろうか。なぜ、資料の公開や配分に区別や基
準をつけたりするのだろうか。なぜ、RSの
能力や運用に対する正確な情報が完全に公表
されないのだろうか。こうした疑問は、RS

の神話作りに繋がって、その神話が一人歩
きして、RSを見えなくしている。ここに多
様な類推や憶測が生まれ、RSを運用する側
の情報操作という構図が出来上がってくる。
RSには、データー収集とその利用のほかに、
“性能神話と運用秘匿による操作的利用効果”
こそが、全部ではないまでも重要な一部であ
ることは間違いないことである 19）。筆者は、
RSの中心的な存在意義は、この一点にある
ように思える。実際、この効果を最大限にす
るのは、RSについての確証的情報を公表し
ないことばかりではない。RS技術やその運
用自体の複雑性も、絡んでいる。むしろ、こ
の複雑性こそが、類推や憶測を効果的にして
いるともいえる。
では、その技術や運用の複雑性を理解する

ために、まず、RSの科学技術的、すなわち、
明らかにされた内容を理解しておこう。あら
ためて指摘するまでもなく、RS（遠隔探査）
とは、センサーと対象物とが遠く離れた観測
方法をいう。一般的には地球（対象物）の状
態を知るために、航空機や衛星にセンサーを
搭載して観測をおこなう技術を指す。地球の
「現在」を観測したり監視するために不可欠
の技術である。具体的には、地球を捉えた視
覚的データである衛星観測データ（画像）を
対象とした超大規模データコレクションの蓄
積、検索、データマイニング、情報視覚化を
いう。宇宙からの RSによる情報の広域性、
均質性、周期性や継続性は、現代的情報収集
と処理の最先端技術である 20）。

RSは、宇宙への衛星打ち上げが可能と
なって初めて実現したものである。その歴史
は、1960年代には宇宙開発への熱狂ととも
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に RSの技術開発も精力的に進められた。そ
して 1970年代に入るとランドサットなど現
在へと続く代表的な衛星シリーズの打ち上げ
が始まった。1990年以降は、軍事技術の民
生利用によって高度な技術が商用でも利用可
能になった。さらに、インターネット経由の
データ配布や画像処理済みのデータ販売が浸
透したこともあり、RS画像を手軽に利用す
るための環境が整備されつつある 21）。

RSの利用は多岐にわたる。特に、重要な
ものとして「地球環境の監視」がある。例え
ば森林面積や海水温・海氷などの時間変化か
ら地球温暖化の兆候を監視することである。
さらに、リモートセンシングの特性である広
域性、均質性、周期性や継続性を利用した経
済や生活に密着した分野にも広がっている。
例えば、精密農業や災害情報収集、あるいは
地理情報システムなどの分野において RSの
利用による業務の効率化・高精度化が進ん
でいる。さらに、軍事面での利用は、現代
の軍事作戦の不可欠なエレメンツになってい
る 22）。

RS技術は、複雑である。通常、このシス
テムは、情報要求、衛星への画像取得命令・
指揮管制、データ地上受信、保存・カタログ
化、データ処理、データ解析、解析報告書の
提出から構成されている。問題は、この全体
システムを理解するためには、高度な技術が
必要であることである。実際、個々の作業は
もちろん、全体を把握して作業を行なうこと
は、熟練した人間や組織によってしかなしえ
ない。この流れを理解した上で、衛星・セン
サーの設計、製造、打ち上げ、運用が行われ
ている。従って、RSは、一部の宇宙大国し
か行えないほど困難な技術である 23）。
次に、RS技術の困難がもたらす法・政治

的意味を簡単に説明しておこう。特に、“RS

に関する情報操作”の法・政治的意味につ

いてである。情報（Information）は、特定の
コンテクストにおかれて意味を持つ伝達を示
す概念である。現代においては、情報化さ
れた伝達は、特定の目的のためにインテリ
ジェンスに加工され、特に、意思決定の不
可欠な要素になっている 24）。たとえば、現
代の軍事概念である軍事 Information Network 

Warfare25）は、味方の情報及び情報システム
の防護と敵のそれの攻撃・攪乱・妨害する敵
味方相互の情報活動をいう。これらの活動
は、情報戦として平時及び戦時おいて情報優
勢（Information Superiority）を獲得するため
に行われる。その一方で攻勢的な対情報活動
は電子戦、心理戦、軍事的欺瞞など様々な活
動を総合したものである 26）。
また、情報は、軍事の面だけでなく、民

生面での多面的利用につながって、日常生活
におけあらゆる活動のエレメンツとして重要
な役割を担うに至っている。実際に、民生分
野、特に、金融機関・交通機関・通信機関・
エネルギー供給機関などのコンピュータ情報
とそのインテリジェンスという情報インフラ
は、現代生活の中枢インフラになっている。
こうした情報インフラの中心部分を担ってい
るのが RSである 27）。ここからの情報をイン
テリジェンス化して、宇宙大国は、国際的意
思決定過程の重要な手段としている。つま
り、RSからの情報のインテリジェンス化は、
国際社会における国益の実現を可能にする操
作手段として重要な位置を占めるに至ってい
る。しかも、その体系的利用は、宇宙大国に
限られるという意味で、大国の覇権的地位を
実現する手段になっている。

2-2： RSに関する現行の“国際法規制シス
テム”

国際法における法源を形式的に捉えれば、
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その有力な論証の一例として国際司法裁判
所規定第 38条の「裁判の基準」があげられ
る 28）。しかし、RSの国際法的規制の現実か
ら見ると、その規制で 38条に該当するもの
はない。国際法の個性は、間断なく生じる新
しい事象や事態を法的に規制する規範の創造
の継続にある。だから、規制の所在を 38条
だけで捉える必要はない。国際法には、多様
な規制の程度と種類の規範がある。
では、RSは、どのような国際法と“呼び

うる”規範によって規律されているのだろう
か。すなわち、国際法は、RSという新しい
現象に、どのような国際法の創造によって対
応しているのだろうか。研究者の多くは、ま
ず、PPRSを挙げるであろう。そして、1967

年発効の「宇宙条約」29）の全体、特に、その
第 3条を RSに関する法規範として挙げるで
あろう 30）。しかし、国際法の各規範は、相
互に事実的関係性を持つとはいえ、全体と
しての法的位階構造に位置付けられてはいな
い。個々の国際法規は、システムとして個
別に自立して存在するというのが実態であろ
う。したがって、RSの法的規制のオーソリ
ティーは、PPRSに限定せざるを得ない。
しかし、PRの観点から見ると、RSに関す
る国際法規制のオーソリティーを、PPRSだ
けに留めて置くのは、現実的ではない。米
国の RSに関する国内法（USLA1984/1992と
1994PDD23, 2003NNSP）31）をも国際法的規制
のオーソリティーに入れるべきである。この
点につついて次のような反論が出されるだろ
う。すなわち、国内法は、国際法ではないと
いう反論である。もちろん、国内法と国際法
を一体的に捉えるイェール学派でも、国内法
と国際法のカテゴリーの区分は認めているか
ら 32）、なぜ、国内法を国際法の範疇に入れ
るのかという疑問は出てくる。また、なぜ、
米国の国内法なのかという疑問もでてくるで

あろう。前者について言うと、国内法の制定
という国内的国家行為であっても、国際法制
定への戦略的意図を有する場合があるという
ことである。つまり、国際社会に対する国
際法制定の刺激を与える意味での国内法制定
である。実際に米国は、RSに関する国内法
を制定しており、PPRSの制定の契機と内容
に係っているのは明らかであった。後者につ
いていうと、この戦略的国内法制定が、大国
であればあるほど、国際法的制定の要素が大
きくなってくるということである。RSを展
開している国は、米国ばかりではない。しか
し、国内法制定を戦略的に国際法制定に係ら
せているのは、米国以外にはないであろう。
また、国際法制定へのリーダーシップを確保
する戦略を持っているのが米国にほかならな
いからである。なぜ、米国の国内法なのか
という後者の問いは、こうした理由からであ
る。以下において、PPRSと USLA1984/1992

と 2003PDDについて、本小論のモチーフと
の関係に限定して紹介してみよう。
まず、PPRSについて、その形成過程から
おおよその内容とここで問題にする論点を浮
びあがらせたい。UN、特に、COPUOSにお
ける RSに関する国際法的規制の検討の歴史
は長い。UNがこの問題を公式に問題とした
のは、1969年の総会決議 2600（ⅩⅩⅣ）で
あった 33）。その認識は、RSが持つ全人類的
貢献の可能性と宇宙大国の世界戦略上の優位
確保というトレード・オフが自明になったか
らに他ならない。具体的には、人工衛星によ
る地球資源の探査の自由と情報提供の促進と
のトレード・オフの認識であった。1986年
の法原則宣言の採択に至る過程は、このト
レード・オフを巡る闘争であったといっても
良い。
この闘争はどのように展開されたのだろう

か。当初、この問題は、総会決議 2778（ⅹ
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ⅹⅴⅰ）により、COPUOSの「技術小委員
会」（STSC）の作業部会（衛星による遠隔探
査に関する作業グループ）で検討がはじめら
れた 34）。しかし、作業の過程において法的
並びに組織に関する意見の対立が表面化する
ようになった。そして、1974年の総会決議
3234（ⅩⅩⅨ）は、その優先的検討を「法律
小委員会」（LSC）に求めた 35）。以後、1975

年に LSC内に設置された第 3作業部会にお
いてこの問題が検討されてきた。1975年ま
でに、主要 3提案が出揃った。この 3提案の
意義は、RSに関する基本的な対立点を提示
したものとして重要である。たとえば、1974

年の「アルゼンチン・ブラジル・チリ・メ
キシコ・ベネズエラ共同提案」は、RS実施
国は、事前に被探査国の諒解を必要とするこ
と。自国領域に関する情報は、全てのデー
ターに完全かつ無制限のアクセス権を付与さ
れるべきというものであった 36）。また、同
年の「フランス・ソ連共同提案」は、その活
動の自由を保障しながら、データーの第 3国
への提供に限り、当該被探査国の事前の同意
が必要というものであった 37）。1975年の「米
国案」は、RS活動と取得情報の配布は、探
査国の全般的自由を保障するというもので
あった 38）。

1976年国連総会決議 8（ⅩⅩⅩⅠ）は、
LSCが、RSを律する原則案の作成を主題と
する決議を成立させた。そして、同年には、
「5つの合意原則」が成立した 39）。また、翌
年には、「6の合意原則」が成立した。1978

年には、「RSに関する 17原則案」が作成さ
れた 40）。しかし、上記の 3の提案に内在し
たトレード・オフは、解決されるものではな
かった。1979年の UN総会決議（ⅩⅩⅩⅢ）
は、COPUOSにこの問題の優先的検討を要
請した 41）。これにより再度設立された作業
グループは、1980年に、「17原則草案」につ

いて再検討を行った。1985年には、“議長の
友グループ”が結成され、作業部会の議長案
が提出された 42）。1986年に、「15の法原則案」
からなる「リモートセンシング原則宣言」が、
コンセンサスによって総会で採択された 43）。
ちなみに、この原則宣言は、人工衛星から、
地球表面また一定度の内部を全般的に探査す
るための規制ではない。天然資源管理・土地
利用・地形探査・環境保護・災害情報につい
ての RSについての規制である。軍事衛星によ
る情報収集やデーターの利用に関する規制は、
この原則宣言による規制の対象外である 44）。
多くの宇宙法研究者が指摘するように、そ

の法的問題の要点はふたつである。第 1は、
RSの国際法的合法性の問題、もうひとつは、
データーの利用の問題である 46）。前者の問
題は、“解決”されたというよりも“処理”46）

されたに過ぎない問題とされている。現実
は、その通りである。しかし、この問題は、
環境の変化に応じて原理的次元で姿を変えて
表れてくる問題だから、問題自体は忘却され
るべきではない。第 2の問題は、宇宙活動自
由の実質化に係る問題である。条件の面でく
すぶっているデータ利用の開放の条件が象徴
する問題である。
第 1の問題から検討をはじめてみよう。

RSの自由の観念が含む暗喩は、その自由に
よる成果の独占である。また、これにより他
者を自由にコントロールすることである。そ
して、自国の優越の下で、RSによる自国の
利益を完全に獲得ならびに維持することであ
る。この価値目標の下で合法性が議論されて
きた。具体的な議論は、探査される国の合意
が必要か否かであった。肯定説は、国際法上
必要な措置の全てをとった上で探査の合法性
が成立するというものであった。否定説は、
いかなる規制や禁止も必要ではないというも
のであった。この問題は、RSの人類や世界
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全体に対する利益の観点から見て、その意義
が評価され、合法性の問題は、必要性の前に
希薄になった。しかし、なくなったのではな
く変容しただけである 47）。
法の世界において自由は常にその制限とペ

アーを組んでいる。社会が複雑になるに連れ
て多種類の自由の衝突は増大するので、その
制限との適切な配分が問題になって来る。し
かし、問題によっては、自由は必要との関係
に直面する場合もある。発明された技術が人
類にとって重要な貢献をする場合、そこに不
可避に存在するデメリット、たとえば、自由
の追求による不平等すら許容される場合があ
る。重要なことは、このような選択に直面し
た場合、このアポリアを解決する技術的手段
が求められる。国際法における戦争に関する
jus ad bellum論から jus in bello論への変化 48）

は、この辺の事情を物語る格好の事例であ
る。事実、この原理的問題は、程度の問題
にすりかえられた。いまや、RSの合法性は、
原理の次元で問われることはなくなった。
第 2は、この原理的問題の派生として出さ

れてきたのが情報の保護と配布という技術的
問題（これに矮少化されるべきではない）で
ある。現代における RSについての議論の主
戦場はここになっている。ここでの問題は、
RSから得られた一次データおよび解析デー
ター情報の保護問題である。ここにもふたつ
の対立がある。ひとつは、被探査国の同意を
必要とする見解である。被探査国は、情報の
提供と公開を制限なしに要求できるという見
解である。ひとつは、探査国の自由という見
解である。たとえば、米国は、宇宙から得ら
れるデーターの基本的権利へのいかなる制限
を拒否するのがこれである 49）。その第 12原
則 50）で、この問題に対する発展途上国への
配慮を規定しているが、いくつかの解釈宣言
に見られるように、国際責任と本原則宣言の

拘束力を否定するものであった。ただし、こ
れは、拘束力の否定ではなく、条約的な拘束
力の否定である。
しかし、重要なのは、このなかで実質的な

自由がPRとして保障されていることである。
すなわち、多数国間条約（MNT）制定への
モチベーションを論証されずに、PRという
名前でサボタージュされ、正当化されている
のである。現実の国家行動の背後には、常
に行動主体の価値目標がある。RSの法的規
制を、PRとして行なうのは、そこには何等
かの価値目標に対する自由の確保という動機
があってのことである。その具体的内容は、
MNT制定へのいかなる要求や働きかけへの
拒否や無視である。その価値目標は、RSに
よる情報の覇権的操作の確保である。この
実現こそが、宇宙での覇権ばかりでなく地
球でのこれをも可能にするからである。しか
し、いかなる国家でもこの目標実現のために
EXTRA-LAGALな行為をすることは得策で
はない。なぜならば、同様の対抗行為をひき
だし、覇権維持のコストの高騰に直面するこ
とになるからである。現状で、最適の選択は、
INTRA-LEGALな行為でありながら、より行
為主体の自由が発揮しやすい Pでこの価値
目標を実現することである。PRは、法とし
ての成熟度が低い。しかし、広義の法的行為
である。この特性を利用して、価値目標を実
現する手法である。
次に、USLA1984/1992/・PDD23・NNSPに

ついておおよその内容を説明しながら、ここ
で問題にする論点を浮びあがらせたい。この
国内法の背景は、広く長い。この国内法の実
態は、この背景を知って正確に理解できる。
周知のように、1970年代の米国は、ベトナ
ム戦争の＜負の遺産＞に苦しんでいた。第二
次世界戦争以降の繁栄と成長の溶解と持続と
の分岐点にあった。特に、石油危機以降のス
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タグフレーションは、米国の溶解を加速化す
るように作用した。結果として、米国の国際
的な軍事的・政治的リーダーシップは、国際
的にも国内的にも弱体化していた。
カーター大統領は、1978年の一般教書に

おいて、アメリカの苦境ないしは混迷からの
脱出は、「国民の自助努力」と「効率的に機
能する政府」との有機的統合によって実現で
きると表明した。この政策スタンスは、サ
プライサイド、すなわち、産業の発展を視
野に入れた財政構造・税制の改革に発展して
いった。「政府規制緩和」が推進された。そ
して、1979年には「産業イノベーション・
イニシアティブ」教書が提出された。また、
対外政策・安全保障政策面でも「カータード
クトリン」を発表し、産業の発展と伴走して
国防の強化を全面に押し出す政策を打ち出し
てきた。これは、石油危機を契機とする国際
経済構造の変化とこの下での変容しつつある
冷戦を勝ち抜き、“強いアメリカを再生させ
る”グランドステラトジー政策の表明であっ
た。その大枠の内容は、政府の規制緩和を推
進すること。国家の補完的投資の重要性を認
識すること。対外競争力を強化すること。ベ
ンチャービジネス支援制度や知的所有権保護
制度の充実であった 51）。
レーガン大統領は、この再生政策を発展さ

せた。そのなかで宇宙政策は、強いアメリカ
再生政策の骨格に位置付けられた。その眼目
は、国家と民間との有機的結合による産業・
国防統合政策であった。特に、宇宙の商業化
は、米国の宇宙政策原理における基礎構造の
一原理である。単に企業や営利目的の宇宙活
動のみをいうのではない。米国の全ての宇宙
活動に経済的利益基準が適応されるとの政策
表明である。実際、この商業化政策は、産業
と軍事コミュニティーとの有機的統合による
全体としての米国の国益を追究する政策とし

て位置付けられたのである。
RSについて言えば、1984年の「宇宙空間

の商業利用に関する国家政策」（1987年の改
正も含む）は、この政策の反映の前衛であっ
た 52）。本法の意義は、RSの商業的利用を目
指したという一点にのみその重要な価値があ
る。なぜならば、本法は、世界的次元での情
報優越とそのための産業の育成、そして、こ
れらのシナジー効果による米国の支配を目指
すことを明記しているからである。この情報
優越は、産業と軍事との協働によって達成
され、双方に大きな効果をもたらすからであ
る。しかし、他方で、政府の民生部門・軍事
部門・諜報部門・商業部門・国際機関部門と
のの有機的連携と統合は、その成果とコスト
との両面で再検討されるべき問題として残さ
れていた 53）。
この状態への危惧と宇宙における米国の優

越の発展という視点から、クリントン政権
は、1992年に「リモートセンシング政策法」
を制定した。この法律は、RSの商業的利用
における産業と軍事との緊密性を促進し、双
方の協働による米国の宇宙支配とそのここ国
益との連携を模索するものであった。しか
し、1984年の商業化の進展は期待通りのも
のではなかった。RSは、その開発、製造と
運用コストも高く、軍事宇宙部門によって独
占されていたといってもよい。RSは、費用
がかさみ、商業化は難しく、専ら、政府民生
部門が公共財として運用すべきとの考えが主
流になっていた。80年代末になると、国防
総省とエネルギー省による小型・軽量・安価
で探査可能な技術の開発が発展してきた。商
業的 RSのネックが解消されてきたというこ
とである。また、コンピューターの価格の大
幅な下落、地理情報市場の拡大、さらに、参
入コストの下落等の追い風が吹き、商業部
門の可能性は大きくなってきた 65）。これは、
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強力な商業衛星探査部門の可能性を意味する
ものであった。そして、限られた財政や資
金の効率的配分と運用をかのうにするもので
あった。しかし、この商業化は、他方で軍事
利用におけるリスクをともなうものであるか
ら、軍事コミュニティーからは、大きな抵抗
を受けるようになってきた。この商業化のメ
リットと軍事上のデメリットをどのように調
整して行くか。これが、クリントン政権に引
き継がれた課題であった。1992年法は、こ
の課題へのひとつの回答であった 54）。
上のような政策を、より徹底化させた

1994年 PDD23において RSサービスの輸出
促進の具体的方針が定められ。しかし、こ
の間に、ロシアやフランスが有力な RSシ
ステムと衛星を開発ならびに運用をはじめ
たので、2003年には、ブッシュ政権は、新
国家宇宙政策報告と US Commercial Remote 

Sensing Policy （ Fact Sheet, April 25,2003）を
発表した 69）。この中で衛星システムにおけ
る商業的 RSのための政策指針と履行措置を
承認した。後者において、RS宇宙活動にお
ける国家のリーダーシップを維持し、また、
米国の RS産業の維持と発展を奨励して、米
国の安全の推進と保護を目指すことが定めら
れていた。そして、このように実行すること
によって、米国の経済の発展を促進させ、環
境の管理に寄与させ、科学ならびに技術の優
越を図るとするものであった 55）。
この新しい政策は、RSを米国の軍事、外

交政策、国土安全保障ならびに民生上の目
的に効果的に貢献させることを目ざすもの
であった。また、米国の経済的競争力への
貢献をも目的とするものであった。この政
策は、以下のような特色を持っていた。第 1

は、RSに対する米国の安全保障と外交政策
面からの依存である。第 2は、商業的画像の
解像度の改善である。第 3は、商業的 RS産

業と民生部門との関係強化である。第 4は、
米国の商業的 RSに対する外国からのアクセ
スに対する明確な基準の制定である。これ
らの特色をふまえ PDD23に比べると、この
新政策の特色は、米国の商業的探査衛星の
運用において、政府が“切断管理（Shutter 

Controls）”56）を目立たないようにしているこ
とにある。要するにこの新政策は、米国の
RS政策の出発点になった PDD23に盛り込ま
れた主要な方向を実現したものといえる。商
業的 RSを米国の各部門が共同利用すること
によって、米国の国益を国際規模で実現し、
発展させるたもの国内法ならびに国内法政策
であった。
しかしながら、これらの国内法や国内政策

が、それ自体国際的性質を RSについての規
制であることにおいて、国際的ならびに国際
法との関連をもつことは避けることのできな
い宿命であった。さらに、これらの国内法や
政策が、米国のそれであることにおいて、国
際法による規制に自然に自然に浸透していく
宿命をも有するものであった 57）。

2-3： 小括＝力が作り、力により動かされ
る RSに関する“国際法的規制”

RSを運用している・できる国家は、極め
てすくない。人工衛星リモートセンシング技
術が複雑すぎて、さらに、膨大なコストがか
かるからである。また、情報の収集が主目的
で、情報の公開は副次的な段階に留まってい
るからである。また、このシステムは、いく
つもの過程＝情報要求、衛星への画像取得命
令・指揮管制、データー地上受信、保存・カ
タログ化、データー処理、データー解析、解
析報告書の提出等の複雑な仕組みからなって
いるからである。したがって、全体システム
が見えず、さらに、熟練した専門家が多くは
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いないからである。実際に、衛星リモートセ
ンシングは、多くのメディアや産業界が予測
したような展開を見せていない。
しかし、現実に RSを運用している国家の
例をみてみると、その眼目は、広い意味での
情報操作の資源として RSを運用しているこ
とが窺える。実際に、RSの実体は、技術的
複雑性以上に、技術情報の秘匿により見えて
こない。この“見えてこない”ことを利用し
た情報操作が、RSの評価の一人歩きを許し
ている。そして、これによって、被・非運用
国は、運用国に対して情報上の川下におかれ
る事になる。さらに、RSの日常生活面での
利用が多分野で行われると、RS運用国の情
報操作の範囲は、あらゆる面に拡張する。そ
して、運用国による情報操作の範囲を広げ
る。また、被・非運用国の深度にまで情報
操作がおよぶ事になる。こうした情報インフ
ラの中心部分が RSである。宇宙大国は、RS

からのの情報をインテリジェンス化して、国
際的意思決定過程の重要な手段としている。
RSは、今や、宇宙大国の国益を実現する操
作手段として重要な位置を占めている。
こうした法・政治的意味をもつ RSの“国

際法規制”は、伝統的な意味での国際法に
よって規制されているのではない。たしか
に、宇宙の国際法規制の“憲法”58）として、
1967年宇宙条約があり、関連国際宇宙諸条
約 59）による規制の枠組は、整っているよう
にみえる。したがって、宇宙活動のひとつと
して推定される RSの国際法的規制の枠組は
整備されているようにみえる。しかし、これ
らの諸条約から RSの国際法的規制に適用で
きる条項は、原則的なもののみである。体
系的な規制を可能にするものではない。実
際、宇宙に関する一般法と特別法との関係の
構築には至っていない。これらの規制枠組と
1986年原則宣言、さらには、米国の国内法

ならびに政策との間には、RSを統合的に規
制する法的ネットワークが張られていない。
また、これらの RSに関する法規も、この原
則宣言をはじめとして、天然資源管理・土地
利用・地形探査・環境保護・災害情報につい
ての RSの規制である。また、商業活動に関
するだけの規制であり、RS全体を網羅する
ものではない。このように RSに関する国際
法的規制の特性は、その対象において部分的
であり、その形態において規制力が弱いもの
であり、その体系において分散的である。
こうした特性は、宇宙大国が、RSを政治

的な力によって、また、法に擬装された政治
的な力によって支配・コントロール 60）する
余地を与えている。この国際法的素材が、国
際法の法源として PRである。PRは、国家
行為として実行される。これは、多様な規
範内容と種類の国際法的規範として生み出さ
れてくる。事実行為というのが、その実体で
あろう。しかし、国際法学の観点からみて、
PRは、単なる事実行為として理解してはな
らない要素がある。それは、社会的行為とい
う社会学上の観念が意味するように、一定の
秩序への指向性を含んでいるということであ
る。国家行為としての PRは、国際法の主体
である国家が、所与の国際社会の秩序に適合
する行為であり、ここからの逸脱を意図する
ものではないはずである。PRは、事実上の
国家行為でありながら、規制密度が極めて薄
い国際法規範である。この薄い規制密度空間
においては、国家行為は、その自由な活動を
法的活動に自由に転化させる機会を持つこと
が出来るようになる。そこでは、一切の宇宙
大国の自由が、法に擬装されて徘徊するよう
になる。（以下、次号）。
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Abstract

This paper examines critically the recent progress in the theory of sources 

of international law (TSIL) by reviewing the rise of quasi-international law 

with various kinds and numbers which are produced by an act of state: 

practice (PR) of state, particularly, that of the great space faring powers.

A purpose of TSIL has looked for the legal products from “a spring 

or will” of international law in the given changing international society, 

and a theory to be analyzed how to set forth them to establish the formal 

international law. This analysis is equal to look up the new role of TSIL 

in the change of present environment of international society: expanding 

globalization. It means also to the necessity of more positive TSIL. The 

lack of the unified legislative organizations and authority in international 

society, however, has caused to produce conveniently the various kinds and 

numbers quasi-international laws. This lack has broken out the inflation 

of quasi-international laws and caused to abuse of political powers in 

the named of legal exercise. In order to prevent this abuse and strides 

the product of these quasi-international laws in the right direction: treaty 

making. The heavy role of TSIL is to make the powerful engine for the 

acceleration. TSIL to be intended to as “a kind of policy oriented theory”: 

action theory, must be reformed. I perform a critical analysis in order to 

demonstrate the means of this reform of TSIL under close scrutiny on the 

various kind and numbers’ international law for remote sensing (RS) as a 

new phenomenon in the present.

The examination objects as quasi-international laws in this paper are the 

UN Resolution produced and U.S. domestic law and policies as PR (the 

latter is categolized to quasi-international law). The negative character of 

these objects is that openness to abuse use. I assume this “negative use of 

PR”. PR as national acts is a kind of social act, and it includes the order 

directivity. Therefore, all PR must have the orientation in its’ exercising. I 

assume that the orientation is “positive use of PR”. The aim of this paper is 

how to make TSIL to switch gear from negative use to positive use.

The leitmotif of this work, in short, is intended to announce our 

international lawyers with the necessity of reformation of TSIL.




